
「建設業者の不正行為等に対する監督処分の基準について」 

（平成１４年３月２８日国総建第６７号）の一部改正等について 

 
 

平 成 １ ９ 年 ４ 月 

総合政策局建設業課 

 
 
１．趣 旨 

 
  国土交通省では平成１９年３月８日付けで「当面の入札談合防止対策について」

を取りまとめ、入札談合等不正行為に対するペナルティーの強化として、建設業法

に基づく営業停止処分の強化を盛り込んだところである。 
  本件改正はこれを受けて、「建設業者の不正行為等に対する監督処分の基準につ

いて」（平成１４年３月２８日国総建第６７号、以下「基準」という。）の一部改正

を行うものである。 
 
２．内 容 

 
 ① 代表権のある役員が建設業者の業務に関する談合・贈賄等で刑事罰を受けた場

合の営業停止期間を法律上の上限である１年とし、またその他の場合の営業停止

期間についても倍増する（基準改正）。 
 
 ② 独占禁止法・刑法談合に係る営業停止について、地域限定を廃止し、処分の対

象地域を全国に拡大する（運用改善）。 
 
 ③ 不正行為等を行った建設業者から営業を承継した建設業者で当該不正行為等

を行った建設業者と営業の同一性・継続性を有するものについて、当該不正行為

等に基づく監督処分を行うことを明確化する（これまでの運用を基準上明確化）。 
 
 ④ 独占禁止法に違反した建設業者で、独占禁止法第７条の２第１３項に基づき課

徴金の納付を命じないこととした旨の通知を受けたものについて、営業停止処分

を行うことを明確化する（これまでの運用を基準上明確化）。 
 
                                以 上 


